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持続可能性向上のための取組みを進めるためには，人間の生活に伴う環境負荷量と自然環境の受容量，

及びそれらのバランスの長期的変化を可視化することが重要である．本研究では環境バランスの数値によ

る評価を踏まえ，より発展的な可視化の手法として「メテオグラム」を提案した．本研究は，都道府県レ

ベルでの環境負荷(エコロジカル・フットプリント)と，地域の環境受容とのバランスの長期的変化を明ら

かにした．結果：1) 過去50年の環境バランスの変化を明らかにし，環境バランスの達成状況が年々悪化し

ていることを判別できた；2) 各都道府県の環境負荷超過率は大きな差があり；3) 環境バランスが達成され

ているのは７つの都道府県に留まっていることが示された；4) 人口減少の原因によって環境バランスを回

復したケースが見られた． 
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1.  背景 
 
 持続可能な社会の実現が喫緊の課題とされ久しい

が，2012年に開催されたRIO＋20において確認され

たのは，20年前のリオサミットの合意が十分に果た

されず，その期間，有効な手立てを打つことができ

ていなかったということであった． 
持続可能な社会の実現に大きな進展が見られない

一方で，「持続可能な社会」の考え方自体を見直す

議論がなされている．従来，経済・社会・環境は持

続可能な社会を支える同列の柱として説明されてき

たが，近年，「環境という土台があってこそ社会が

成り立ち，その上に経済が成り立つ」と認識を改め

るべきとも提言されている 1)．その定義に従えば，

環境が人間の生活の根本として支配的な要素であり，

それに見合った生活ができているかどうかというこ

とが持続可能性を端的に示すといえる．今後の日本

では耕作地荒廃やエネルギー不足などの環境問題が

さらに深刻化し，その「土台」を崩れる可能性があ

る．こういう課題は動的に発展しているから，「持

続可能な社会」を進めるには，まず，人間の生活に

伴う環境負荷がどのように変化しているのか，環境

受容量がそれを吸収できるように増減しているのか

と言う過去の状況を把握する必要がある．  
また，環境の状況を把握する際に，多くの場合

は，統計データや堪定表などの数字の羅列であり，

この状態のままでは目的達成に役立つ有用な情報を

伝えることが困難である．こうのような問題を解決

するために，データを探索的に分析し，その結果を

グラフで「可視化」するという一連の作業が必要に

なる． 
この可視化には持続可能性指標が用いられ，数多

くの指標が開発されてきている．本研究では，上記

の問題意識から，環境受容量と個人の生活を結びつ

けることができかつ，改善の検討を促せるようなわ

かりやすさ，換言すれば，一元的に環境負荷と環境

受容量，環境バランスとを示すことのできる指標に

よる検討を進める．その目的に沿う指標として，エ

コロジカル・フットプリント(以下EF)を使用する．

これは，「ある一定の人口あるいは経済活動を維持

するための資源消費量を生み出す自然界の生産力，

および廃棄物処理に必要とされる自然界の処理吸収

能力を算定し，生産可能な土地面積に置き換えて表

現する計算ツール」(Wackernagel and Rees, 2004)2)で

ある．このEFを用いることで，環境負荷をEFとし

て，環境受容量をバイオキャパシティ(以下BC)とし

て定量化し，環境バランスが達成されているかどう

かによって，持続可能性を評価することができる． 
また，持続可能性指標による可視化の際には，一

定の閉じた範囲での議論が重要である．現在の日本
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人は，生活している地域以外の多くの生産品，さら

に海外輸入品に頼ったものであり，これは，地域で

賄えないBCを金銭によって地域外から輸送してい

ると言い換えることができる．そのため，日本全体

のEFの長期的変化をWWF3)によって明らかにしてい

たが，国スケールより細かい検討が必要となる．  
上記を踏まえ，本検討では，日本における47の都

道府県の長期的な環境バランスをEFとBCで示す．

また，そのうえで，数値による可視化から一歩進め，

一元的な図表として示す新たな表現手法の提案を目

的とする． 
長期的変化については，1970年から10年毎の5時

点における環境バランスを評価する．全国における

環境負荷 (EF) と環境容量 (BC) の変遷と各都道府県

における異なる発展経路を把握することができる．

可視化については，小田ら 4)により提案したメテオ

グラム図を活用する．その図は検討対象とした都道

府県群の動向が流星(meteor)のように流れる図とな

るため，便宜上この図をメテオグラムと呼ぶ．小田

ら3)の研究は都市の潜在的な環境改善可能性をメテ

オグラム図で表すものであり，本研究における長期

的な変化を可視化するために有用な情報を提供した． 
 
  

2. 既存研究 
 

EF を用いた各地域の持続可能性評価は国，市町

村，集落レベルに至るまで，多くの研究が蓄積され

ている．EF の算出方法については，EF 指標の基本

的な算出式としては，Wackernagel ら 2)が考案した

コンパウンド法がある．WWF などの「Living Planet 
Report」では，コンパウンド 5)手法を用いて，世界

約 150 カ国の EF 指標値を算出している．日本にお

いては，和田(1995)6)によって，日本(人)の EF 指標

値が算出されたことに端を発した．地域レベルにお

いては,谷口ら(2003)7)により,全国の都道府県を対象

として  EF 指標値が算出された．また，清岡ら

(2005) 8 ) は ,これまでの都道府県レベルからさらにブ

レークダウンさせ,市町村レベルにおける EF 指標値

の算出方法を提案し，さらに市町村レベルでの改善

検討方策について氏原ら (2008) 9)，Chen ら(2013) 10)

による研究が進められている．EF に関する多くの

先行研究では，特定の年の値に焦点を当ててきたが，

持続可能な発展を考える上では，時間的視野を持っ

て動学的に分析することが重要である．このような

研究が存在しているが 11)，国レベルの分析に留まっ

ている． 
その一方で，Bicknell (1998) ら 12)は，産業連関表

を利用して EF 指標値を算出する手法を初めて提案

している．日本においても，伊藤ら (2006)13)，余川

ら (2009) 14)によって，それぞれ国際産業連関表ある

いは，地域間産業連関表を用いた EF 指標値の算出

が行われている．しかし，産業連関表を作成するに

あたり，そのためのデータ整備が膨大となること，

また，実際に生産される財(金額ベース)の土地生産

性で評価する場合が多く，例えば物価などの変動に

よって環境負荷が左右されるといった問題がある． 
BC に関しても様々な捉え方による研究がみられ

る．谷口ら(2002)15)は，その土地においてどの程度

の人口を養うことができるのかという形で，食料の

生産力，石高による評価を行っている．再生可能エ

ネルギー資源の賦存量もまた BC の要素の一つであ

るといえ，倉阪(2013) 16)，竹内ら(2013)17)など，多

数の研究が見られる．また，竹端ら(2012)18) は「森

林生態系サービス」という形で捉え，民生業務部門

活動における依存度を評価している． 
EF の算出事例は国レベルから地区レベルまであ

り，本研究における長期的な変化を算出的る蓄積が

十分である．また，BC に関しても様々な捉え方に

よる研究蓄積があるものの，その個別の精度を高め

ようとした研究が主体である．本研究はそのそれぞ

れの精度を従来研究のような視点で高めることを主

目的にしたものではない点に注意が必要である．EF
と BC のバランスという観点から環境面での持続可

能性の変化，行政担当者のみならず住民視点でもわ

かりやすい視覚的なツール提供とその特性把握を主

眼とするもので，その点で強いオリジナリティを有

するものである． 
   
 
3. 算出方法 
 
(1)  EF計算手法 

EF の計算手法については，対象とする都道府県

内に居住している人々の個人消費に着目して氏原ら

(2010) 19)より，EF を算出することができる Ujihara-
Taniguchi Model(以下 UT モデル)を参考して改良す

る．この UT モデルによる計算が，個人の生活によ

る EF と都市の有する BC と持続可能性とを結び付

けて分析しようとする本検討に最適である． 
EFの基本式は式 (1) のように定義される．また，

本研究ではEFを構成する要素として1)耕作地，2)牧
草地，3)森林地 (紙製品) ，4)都市用地，5)CO2吸着

地の5要素を想定し，そのそれぞれの算出式は表-１
に示す通りである． 

 
(1) 

 
EFi：要素iのフットプリント値 (ha)  
i  ：対象要素 
 本研究は 1970 年から 10 年毎の EF 値を算出する．

計算の手順としては，まず，構成要素 1)-4)につい

ては，UT モデルに基づいて，国民栄養調査 20)など

のデータを用いて算出する．要素 5)のエネルギーフ

ットプリントについては，「総合エネルギー統

計」21)のデータを使用し，家庭で消費した年間の電

力・ガス・灯油・ガソリンの量を把握して，それを

吸収するための森林面積を算出する． 
 データ収集が困難な項目がある．構成要素 2)につ

いては，2010 年において一人当たりの繊維フットプ

∑ iEFEF ＝
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リントを UT モデルによって算出して，その以前の

は家計調査 22)の被服費による推計する．構成要素

4)は 2010 年のデータを使用する．構成要素 5)につ

いて，「総合エネルギー統計」26)は 1990 年からし

か存在しないから，その以前の EF 値は現有のデー

タを回帰分析を行って推測する．そのような算出モ

デルは単純すぎるかもしれないが，実際の環境負荷

を過小評価している．したし，本研究は環境バラン

スの全体像を可視化重点に考察することを目的にす

る．そのため，現在使用しているデータは環境バラ

ンスの変化を明らかにするには適切だと判断する． 
 
(2) BC計算手法 

 本分析におけるBCとは,EF指標値の各構成要受

け入れるための土地利用面積 (例えば,対象地域の

食料消費に伴って必要となる農用地を,その対象地

域内でどれだけ準備できているか等) のことを指す．

つまり，表-１の各構成要素に対応する形で，それ

ぞれの集落内に存在する環境受容量を定量的に示す

こととする．BCの基本式は式 (2) のように定義され

る.  
この部分に用いるデータは，農林業センサス 23と林

業統計 24)各土地利用面積を採用した．また，EF の

構成要素 4) (都市面積) に対しても，都市活動を受

容される土地として環境受容量にも含めて算出した． 
 

              (3) 
 

BC k：都道府県kにおける環境受容量 (ha) 
bcfm

k：都道府県kにおける耕作地 (farmland) の面積 
(ha) 

bcf
k：都道府県kにおける森林地 (forestland) の面積 

(ha) 
bcg

k：都道府県kにおける牧草地 (glassland) の面積 
(ha) 

bcb
k：都道府県kにおける都市利用の土地の面積 (ha) 

 

(3)  環境負荷超過率の算出 
 本分析では環境負荷超過率を，「対象とする地の

環境受容量に対して，その集落から発生する環境負

荷量が，どの程度超過 (オーバーシュート) している

のか，それら環境受容量と環境負荷量とのバランス

を示す定量的な指標」と定義した．つまり，その指

標値が1.0以下の地 
区は，他地域における環境負荷を自集落内での土地

利用において負担 (吸収) しているとも言える．集落

レベルでの環境負荷超過率 (rk) の算出式を以下に示

す． 

k

k
k

BC
EFr ＝                                                     (3) 

EFk：都道府県kにおけるEF指標値 (ha)      
BC k：都道府県kにおける環境受容量 (ha)  
 
 
4. 都道府県別環境バランスの長期的変化 
 
 日本全国47都道府県の環境バランスを表すメテオ

グラムを図-1に示す．Y軸に各都市におけるEF/人，

X軸にBC/人をプロットしており，各都道府県のポイ

ントより伸びる矢印が，長期的な変化を示している．

また，各都道府県におけるの一人当たりのBC値のば

らつきが小さい，見やすいために，X軸を長くして

いる．それはBC値がEF値より大きというわけではな

い．矢印の方向は1970年から2010までである．傾き

r=1よりも下部にプロットされる都道府県が地区内

のBCに見合った生活を達成しており，本研究で設定

した前提のもとでの環境バランスを達成したといえ

る．  

この結果から，以下のような考察ができる． 
1) 1970 年から 2010 年までに，一人当たりの EF 値

が急激に増加してきた．それに対して，BC 値の

変化は顕著ではない．結果として，日本におけ

るすべての都道府県の環境バランスが悪化して

いることを明らかにした． 
2) 1970 年においては，都道府県で環境バランスを

達成できているのは半数ぐらいであることが分

かった．2010 年になると，バランスを達成した

のは北海道，岩手県，秋田県，山形県，長野県，

愛姫県と和歌山県の７つの県に留まっている．

現在はほとんどの都道府県において十分に環境

バランスが達成できていないことが示された．  
3) 一人当たりの EF 値に関しては，番号 1-7 の都道

府県の流星は 2000 年から増加する程度が弱くな

り，一部の県に削減する傾向を現れた．それは

北海道と東北におけるエネルギーの消費量が減

少しているからである．  
4) X 軸に関しては，1970 年から徐々に減少したが，

その後人口減少の原因によって一人当たりの値

が増えたケースが見られている．各年度の EF 値

 

表-1  EFの各構成要素 

 

算出式 変数説明

食料、飼料

衣料

食肉、牛乳

毛糸

3)

4)

民生家庭部
門

民生交通部
門

5) CO2吸

収地

2) 牧草地

森林地（紙製品）

都市用地

EF指標の各構成要素

1) 耕作地
：品目𝑗の土地生産性(𝑡𝑜𝑛/ℎ𝑎)

Wm ：輸入先別𝑚パルプ・チップ需

要量（日本）(𝑚3 )

：輸入先別𝑚森林蓄積成長量

(𝑚3/ℎ𝑎)

：日本の人口(人)

：家計消費割合(%)

：都道府県𝑘の土地利用𝑖の土地面

積

：都道府県kの使用エネルギーe
の年間消費量 (kWh)

：森林二酸化炭素吸収効率

(𝑡𝑜𝑛-𝐶𝑂2/ℎ𝑎 )

Ck： 都道府県kの年間ガソリン消費

量(𝐶𝐶/人)

j    ：国民栄養調査による14区分

s ：「日本の統計」による13区分

e  ：三区分（電力、ガス、灯油）

bs
k

∑＝
1 3

1

1 k
s

k
b b

p
E F

jα

mβ

p

q

fj ：品目𝑗の一人あたり消費量(𝑡𝑜𝑛/人)

pk   ：都道府県𝑘における人口(人)

𝐸𝐹ℎ

=
𝐸𝑒𝑘 × 𝑟𝑒

𝑟𝑠

𝐸𝑒

𝐸𝐹𝑡 =
𝑟𝑒 × 𝐶𝑘  

𝑟𝑠

𝐸𝐹𝑝

=
𝑞
𝑝 × �

𝑤𝑚
𝛽𝑚

3

𝑚=1

𝑟𝑠

：使用エネルギーeの調整後排

出係数 (t-CO2/kWh)
𝑟𝑒

∑＝
10

1=
×

n
j

k
j fpF

k
b

k
g

k
f

k
fm

k bcbcbcbcBC +++＝
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を見ると，都道府県毎の差が少ないが，BC の差

が顕著である． 
5) 全ての県中に北海道の EF 値がとても高いが，

BC も最も大きいである．それは面積が広いと人

口が少ないだけでバランスが達成していた． 
6) 図の中で r の右下にある都市ほど環境負荷超過率

が小さいことになる．北海道と東北の県は 1970
に環境バランスが達成したが，青森県・山形

県・福島県は 1990 年から EF 値の急増により，

2000 年で環境超過率が１以上になった．6 番の

山形県は一人当たりの BC が増えたことにより，

2010 年から環境バランス達成になった．三大都

市圏における都道府県は BC の値がより小さい一

方，EF 値は高いである．その結果，1970 年から

バランスが達成できない． 
7) 各都道府県の環境負荷超過率は大きな差があり

(2010 年においては，北海道の 0.62 と東京都の

93；1970 年においては，北海道の 0.35 と東京都

の 42)，そのばらつきが大きいことが確認された．

また同じ環境負荷超過率を取っていても（同じ r
の傾き上にあっても）そのベースとなる EF や

BC の値が大きく異なることが一目で判別できる

ようになった  
 
 
5. 結論 
 
本検討では長期的な EF 及び BC および両者のバ

ランスの把握，及びその潜在的な改善可能性を視覚

的に表現する「メテオグラム」の提案を行った．本

研究では過去 50 年の環境バランスの変化を明らか

にし，環境バランスの達成状況が年々悪化している

ことを判別できた．また，人口減少の原因によって

環境バランスを回復したケースが見られた． 
本研究では，過去のデータにより環境バランスを

評価したが，今後どうのような政策を取り組すべき

かについて言及していない．それについて，具体的

な行政・企業・住民の意識を把握した上に，シナリ

オなどの手法で環境改善の可能性について深く分析

することが求められている．また，地方分権化が進

む事によって，地方自治体の自立が求められる中で，

それぞれの環境上の立ち位置を把握できるとともに，

各自治体の特性に応じた環境バランスの分析と効果

的な戦略が求められている． 
今後は，分析の精度をさらに高めて行くとともに，

多少の改善では環境バランスが達成できそうにない

地域に対し，キャップアンドトレードのような仕組

みも含めてどのように政策的に対応していくのが望

ましいか 40)，検討をさらに加える必要がある． 
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図-1 環境バランスの変化のメテオグラム図 

1 北海道 2 青森県 3 岩手県 4 宮城県 5 秋田県 6 山形県
7 福島県 8 茨城県 9 栃木県 10 群馬県 11 埼玉県 12 千葉県

13 東京都 14 神奈川県 15 新潟県 16 富山県 17 石川県 18 福井県
19 山梨県 20 長野県 21 岐阜県 22 静岡県 23 愛知県 24 三重県
25 滋賀県 26 京都府 27 徳島県 28 大阪府 29 兵庫県 30 奈良県
31 和歌山県 32 鳥取県 33 島根県 34 岡山県 35 広島県 36 山口県
37 香川県 38 愛媛県 39 高知県 40 福岡県 41 佐賀県 42 長崎県
43 熊本県 44 大分県 45 宮崎県 46 鹿児島県 47 沖縄県

凡例： 

*(r=EF/BC) 
r=1 

X 軸：BC 変化 

Y 軸： 
EF 変化 

r=1 より下部で環境バランス達成 
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